ディスポーザ排水処理システム等取扱要領

（平成１２年１月３１日　水道事業管理者決裁）
（改正　平成２８年　３月　１日）
（改正　平成２９年　３月　１０日）　

１　趣旨

この要領は、ディスポーザと排水処理槽等で構成するシステムに関し、排水設備として適切な維持管理を確保するために必要な事項を定めるものとする。

２　定義

(1) ディスポーザ排水処理システム等（以下「システム」という。）とは、生ごみを粉砕し、これを排水処理槽等で処理し、その排水を公共下水道へ排除する機器の総体であって、公益社団法人日本下水道協会（以下「協会」という）の定める「下水道のためのディスポーザ排水処理システム性能基準（案）（平成２５年３月）（以下「基準（案）」という。）」による規格適合評価及び製品認証を受けたものをいう。
(2) 使用者とは、次に揚げる者であって、システムの使用及び維持管理を行う者をいう。

ア　独立建築物の所有者又は賃借人

イ　賃借の集合建築物の所有者又は賃借人

ウ　分譲の集合建築物の所有者又はその代表者

(3) メーカーとは、システムについて基準（案）に適合する製品認証を受けた者をいう。
(4) 維持管理業者とは、システムの維持管理のためメーカーに指定された維持管理業者をいう。

３　関係書類の添付

水道事業管理者（以下「管理者」という）は、江別市公共下水道条例（昭和４２年条例第３号。以下「条例」という。）第６条の規定に基づきシステムの新設又は変更に係る計画の確認を受けようとする申請者（以下「申請者」という。）に対し、申請書に次の当該システムに関する書類を添付させるものとする。

(1) 協会による製品認証書の写し及び規格適合評価書の写し

(2) 維持管理業務委託契約確約書（第１号様式）

(3) 使用者承継確約書（第２号様式）
(4) 機器の構造及び性能を示す仕様書の写し

(5) 維持管理計画に関する書類（ただし、上記書類で確認できるものを除く。）

ア　維持管理体制

イ　処理水質基準

ウ　維持管理・清掃・汚泥処理の点検及び頻度

４　維持管理に関する指導

管理者は、条例第６条の規定に基づく計画の確認を行う場合には、申請者に対し、次に揚げる事項の遵守を求める。
(1) 当該システムについて、適切に維持管理を行うこと。

(2) 当該システムの維持管理について、維持管理業者と維持管理業務委託契約を締結すること。

５　使用者の地位の承継の指導

管理者は、条例第６条の規定に基づく計画の確認を行う場合には、申請者に対し、当該システムの譲渡等をするときは、譲渡等を受ける者が、当該システムの適切な維持管理を行わなければならない使用者の地位を承継するものであることをその者に説明し、その理解を得るよう努めることを指導する。

６　排除の停止又は制限
管理者は、システムの維持管理の状況により、公共下水道への排除が公共下水道を損傷若しくは機能を阻害するおそれがあるとき又は公共下水道の管理上必要があると認めるときは、当該システムの改善の指導又は条例第１２条の２の規定に基づき、排除の停止若しくは制限を行う。
７　メーカーに対する指導

管理者は、メーカーに対し、必要があると認める場合には、次に揚げる事項を指導する。

(1) メーカーは、システムの販売に当たり、申請者に対し、第４項に規定するシステムの維持管理に関する事項を遵守する必要のあることを説明し、その理解を得るよう努めること。
(2) メーカーは、申請者に対し、管理者の行う維持管理に関する指導に協力する必要のあることを説明し、その理解を得るよう努めること。

附　則（平成１２年１月３１日）
この要領は、平成１２年１月３１日から施行する。

　　　附　則（平成２８年３月１日）

この要領は、平成２８年４月１日から施行する。
　　　附　則（平成２９年３月１０日）

（施行期日）

１　この要領は、平成２９年４月１日から施行する。

（経過措置）
２　２の（1）にかかわらず、この要領の施行の日において既に当該システムに関わる工事の検査を受けたもの、及び建築基準法の一部を改正する法律（平成１０年法律第１００号）による改正前の建築基準法（昭和２５年法律第２０１号。）第３８条に基づき旧建設大臣の認証を受けたシステム又は社団法人日本下水道協会の定めた「下水道のためのディスポーザ排水処理システム性能基準（案）」に基づき評価機関により適合評価を受けたもののうち、水道事業管理者が機種承認したもので、平成２９年３月３１日までに当該システムに関わる届出がなされるものは、この要領に規定するディスポーザ排水処理システム等とみなす。
第１号様式
維持管理業務委託契約確約書
年　　月　　日
（あて先）江別市水道事業管理者
申請者　　住所
氏名　　　　　　　　　　　　　　㊞
私は、下記に掲げる事項を遵守し、ディスポーザ排水処理システム等を適切
に使用及び維持管理することを確約します。
記
１　申請書の添付書類に記載した維持管理計画に従い、ディスポーザ排水処理
システム等を適切に使用及び維持管理すること。
２　ディスポーザ排水処理システム等の維持管理について、維持管理業者と維
持管理業務委託契約を締結し、その契約書の写しを水道事業管理者に提出す
ること。
３　ディスポーザ排水処理システム等の使用及び維持管理に関して、水道事業
管理者が行う指導に協力すること。
· ディスポーザ排水処理システム等とは、生ごみを粉砕し、これを排水処理
槽で処理し、その排水を公共下水道へ排除する機器の総体であって、公益社
団法人日本下水道協会の定める「下水道のためのディスポーザ排水処理シス
テム性能基準（案）（平成２５年３月）」に基づき同協会の規格適合評価及び
製品認証を受けたものをいう。
第２号様式
使用者承継確約書
年　　月　　日
（あて先）江別市水道事業管理者
申請者　　住所
氏名　　　　　　　　　　　　　　㊞
私は、ディスポーザ排水処理システム等について、当該システムを譲渡し、
又は貸し付けるときは、当該譲渡等を受ける使用者に対し、下記に掲げる事項
を遵守する必要のあることを説明し、その理解を得るよう努力することを確約
します。
記
１　申請書の添付書類に記載した維持管理計画に従い、ディスポーザ排水処理
システム等を適切に使用及び維持管理すること。
２　ディスポーザ排水処理システム等の維持管理について、維持管理業者と維
持管理業務委託契約を締結し、その契約書の写しを水道事業管理者に提出す
ること。
３　ディスポーザ排水処理システム等の使用及び維持管理に関して、水道事業
管理者が行う指導に協力すること。
· ディスポーザ排水処理システム等とは、生ごみを粉砕し、これを排水処理
槽で処理し、その排水を公共下水道へ排除する機器の総体であって、公益社
団法人日本下水道協会の定める「下水道のためのディスポーザ排水処理シス
テム性能基準（案）（平成２５年３月）」に基づき同協会の規格適合評価及び
製品認証を受けたものをいう。
ディスポーザ排水処理システム等添付書類
  (１)　認定書の写し又は適合評価書の写し
  (２)　維持管理業務委託契約確約書
  (３)　使用者承継確約書
  (４)　機器の構造及び性能を示す仕様書の写し
  (５)　維持管理計画に関する書類（ただし、上記書類で確認できるものを除く。）
        ①維持管理体制
        ②処理水質基準
        ③維持管理・清掃・汚泥処理の点検及び頻度
ディスポーザ排水処理システム等に関する書類提出について
　建設省より、建築基準法台３８条の規定に基づく配管設備として「 ディスポーザ排水処理システム等」（以下「当該システム」という。）が認定されましたが、当該システムは適切な維持管理が行われる限りにおいて、下水道に接続する排水設備として適当であると判断されております。
  このため申請時に当該システムの維持管理が適切に行われることを確認できる書類として、認定書、維持管理業務委託契約確約書、使用者承継確約書、機器の構造及び性能を示す仕様書、及び維持管理計画に関する書類の提出を求めるものでありますが、仮に申請者が提出を拒否した場合には、
  １．認定書、機器の構造及び性能を示す仕様書については、メーカーから提出してもら　　う。
  ２．維持管理業務委託契約確約書、使用者承継確約書及び維持管理計画に関する書類の　　提出がされない場合、維持管理が適正に行われなければ、排水槽の詰まり及び下水道　　機能の阻害、又は水質基準に適合しない汚水を排除することになる。水質基準に適合しない等、公共下水道の機能を阻害するおそれのあるときは、条例第１１条の３「特定事業場における除害施設の設置等」の規定に基づき、水質基準に適合するための必要な措置をすることを指導し、これに従わないときは、条例第１２条の２「排除の停止又は制限」の規定に基づき、排除の停止又は制限を行う。
で対処することができます。
  このため、維持管理業務委託契約確約書等の書類提出の有無にかかわらず、使用者が維持管理業務を怠った場合の対処は可能です。
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